
復興加速化への取組 

平成２６年１０月２０日 

プレゼンター
プレゼンテーションのノート
○　復興大臣の竹下亘でございます。 ○　本日は、このような盛大な会議にお招きいただき、誠にありがとうございます。　　また、これまでの復興への御支援に厚く御礼申し上げます。 ○　今回20分ほどお時間をいただきまして、私からは、復興加速化への取組についてお話しさせていただきます。



１．はじめに 
  

現地視察と意見交換 

岩手県・宮城県（復興の槌音が聞こえている） 
 ○釜石市（仮設団地） 
  ＜主な意見＞ 
   ・一日も早く恒久住宅に移りたい。 
   ・避難生活の長期化に伴い、仮設住宅から出るのが億劫に。 
 ○石巻市（魚市場） 
  ＜主な意見＞ 
   ・水産業には生産者と市場だけではなく、加工・流通業者も 
   ・水産業全体の復興のため、横断的な支援が必要 
 ※その他の視察先：大槌町（災害公営住宅）、陸前高田市（道の駅）、 

大船渡市（被災地区、商店街）、 
仙台市（『東北発！百貨店推奨ブランド』） など 

1 

福島県（未だ復旧の段階） 
 ○川内村（仮設住宅） 
  ＜主な意見＞ 
   ・放射線がまだ不安。 
   ・早く帰還し、農業を再開したい。 
 ※その他の視察先：双葉町・大熊町（中間貯蔵施設建設予定地）、 
          南相馬市（復興公営住宅）  など 

プレゼンター
プレゼンテーションのノート
○　それでは、１ページ目を御覧下さい。 ○　私は地方出身の議員であり、ふるさと再生がライフワークと考えております。 ○　復興を進めるには、被災地との信頼関係を築くことが大切であると考えております。　　このため、就任後は精力的に被災地を回り、首長との意見交換や、現地の課題の把握に努めてまいりました。○　たとえば、岩手県の釜石市では、一日も早く恒久住宅に移りたいという方がいらっしゃいます。一方で、長く仮設住宅にいるので出るのが億劫だという声もお聞きしました。　　宮城県の石巻市では、水産業には生産者・市場だけではなく、加工・流通業者も含まれるため、復興庁の横断的な支援を期待する声がありました。　　また、福島県の川内村では、放射能がまだ不安という声や、早く帰還して農業を再開したい、などのお話を伺いました。 ○　被災地を訪問させていただいたことで、それぞれの町に共通する厳しさと、個別に抱えている苦しさのようなものを痛感しました。　　岩手・宮城では、復興へ向けて明らかに動き出していることを実感いたしました。しかし、福島はいまだ復旧の段階にあります。　　その地域、地域に合ったお手伝いをしていかなければならないと思っております。
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 安倍内閣の「基本方針」 (９月３日 閣議決定) 

２．安倍内閣の復興へ向けた姿勢 
  

○復興の加速化 
・閣僚全員が復興大臣であるとの認識を共有。 
・省庁の縦割りを厳に排し、現場主義を徹底。 
 被災者の心に寄り添いながら、東日本大震災からの復興、そして 
 福島の再生を、更に加速。 

 復興加速化への主な取組 

1.  住宅再建・まちづくり 
 

・加速化措置の実行による用
地取得の迅速化、労務単価の
引上げ等(第1弾～第5弾) 

2.  産業・なりわいの再生 
 

・グループ補助金、企業立
地補助等の他、「産業復興
創造戦略」推進 

3.  健康・生活支援 
 

・相談員や復興支援員の充
実、「健康・生活支援に関
する総合施策」の推進 

4. 福島の復興・再生 
 

・川内村の避難指示解除 
・除染、インフラ復旧 
・町外コミュニティの整備 

5.「新しい東北」の創造 
 

・官民連携推進協議会 
・先導モデル事業 等 

 

プレゼンター
プレゼンテーションのノート
○　２ページ目を御覧下さい。 ○　復興は安倍内閣の一番の課題でございます。 ○　本年９月の任命の際に、安倍総理から、「安倍内閣にとって東日本の大震災からの復興は一丁目一番地だ。東北の復興なくして日本の再生はない」との指示を受けました。○　また、組閣直後の閣議でも、安倍総理から「全員が復興大臣」との認識で取り組むよう指示がありました。 ○　さらに、９月に開催されました第11回復興推進会議においても、改めて総理より、・「東北の復興無くして日本の再生は無い」・「全員が復興大臣であると言うことを共有すること」・「東北を新しい日本創生のフロントランナーとしていく気持ちで、全力を尽くすこと」　の３つの指示がありました。 ○　これらの言葉を肝に刻みながら、全ての大臣と力を合わせ、しっかりと復興に取り組んでまいります。 ○　被災地の復興をどう進めるかですが、目標設定をはっきりさせないと組織は動きません。　○　復興庁では、まず施策の目標を定めました。「住宅再建・まちづくり」、「産業・なりわいの再生」、「健康・生活支援」の３つを軸に、ここ「福島の復興・再生」、更に、「新しい東北の創造」といった施策を推進してまいります。



 ３．住宅再建・復興まちづくり 
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注）がれき処分については、岩手県と宮城県は平成２６年３月までに完了。 
  公共インフラ（道路、鉄道、上下水道、電気、通信等）の復旧は、概ね工程表に沿って進められているところ。 

計画策定・用地取得から、工事実施の段階に入っている。 

 ②高台移転による宅地造成 

 ２０１５(Ｈ２７)年度末 約２万戸完成見込み（約７割） 
 ③災害公営住宅 

 ２０１５(Ｈ２７)年度末 約１万戸分完成見込み（約５割） 

 ①住宅の自主再建 
 約１１万件 ※ 被災者生活再建支援金（加算支援金）支給済み件数 

0% 50% 100%

50% (2016.3) ４% (2014.3） 

想定戸数
21,326戸 

0% 50% 100%

71% (2016.3) ８% (2014.3） 

想定戸数
29,055戸 

 （１） 現状 

 （２） これまでの取組 
 加速化措置（第１弾～第５弾） 
 用地取得の手続き簡素化・運用改善 
 労務単価の引上げ 

 （３） これからの対策 
引き続き加速化措置を推進、きめ細やかに市町村を支援 

注）「住まいの復興工程表（平成26年6月）」及び福島県資料による。 
   福島県は、全体計画が未策定のため進捗率は暫定値。 

プレゼンター
プレゼンテーションのノート
○　３ページ目を御覧下さい。 ○　政府としては、これまで、事業の隘路（あいろ）となる様々な課題に対して、５弾にわたる加速化措置を講じてきました。 ○　例えば、「用地取得が難しい」といった被災地の声をもとに、用地取得手続きの簡素化や、運用の改善などの迅速化を進めてきました。 ○　また、実勢価格を適切に反映し、人材を確保するため、被災地で労務単価を３割引き上げるなどの措置を講じてきました。 ○　これらの取組により、住宅再建は、計画策定・用地取得の段階から、いよいよ工事実施の段階に入ってまいりました。 ○　その結果、災害公営住宅では８割以上で用地を確保済であり、高台移転も約９割が着工済みです。　更に、集中復興期間である平成27年度末には、災害公営住宅は約７割、高台移転の宅地造成の約５割が完成する見込みです。 ○　これからも引き続き加速化を推進し、復興の進展に伴って発生する新たな課題にも、しっかり取り組んでまいります。



（１）現状 
 

  ○３県全体の鉱工業生産指数は、震災前の水準にほぼ回復。 
 

  ○グループ補助金交付先企業の約４割が、震災直前の売上水準まで回復。 
 

   業種別では、売上回復の割合が最も高いのは建設業(71.6％)、最も低いのは、水産・食品加工業(19.4％) 
 

 

（２）これまでの取組 
 

  ○震災後、事業再開場所の確保や、資金繰り支援などにより、 
   企業活動の再開・継続を支援。 
 

    ・仮設店舗・工場の整備や損壊した施設・設備の復旧の支援 
    ・津波や原災で被害にあった地域の企業立地の促進 
    ・東日本大震災事業者再生支援機構等による二重ローン対策 等 

 

（３）これからの対策 
 

  ○平成26年6月に「産業復興創造戦略」を取りまとめ。 
 

  ○自立的で持続可能性の高い地域経済の再生を理念とし、 
   ・域外から所得を獲得する地域基幹産業 
   ・地域の暮らし・雇用を支える産業 
   のバランスのとれた発展を目指す。 
 

  ○今後は、被災地企業の創造的取組・挑戦を強く後押し。 

福幸きらり商店街（大槌町） 

大船渡駅前地区（イメージ） 
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４．産業・なりわいの再生 

プレゼンター
プレゼンテーションのノート
○　４ページ目を御覧下さい。 ○　政府は震災後からこれまで、仮設店舗・工場の整備や損壊した施設設備の復旧、二重ローン対策など、企業活動の再開・継続を支援してまいりました。 ○　３県全体の鉱工業指数は、震災前の水準にほぼ回復してきました。しかし、地域や業種によって、回復の度合いには、差がある状況です。○　例えば、グループ補助金交付先企業の約４割が震災直前の売上げ水準まで回復しております。業種別に見ますと、最も高い建設業では７１．６％が回復している一方、最も低い水産・食品加工業では１９．４％にとどまっています。 ○　また、６月には産業復興創造戦略を策定しました。この戦略では、自立的で持続可能性の高い地域経済の再生を理念とし、①域外から所得を獲得する地域基幹産業と、②地域の暮らし、雇用を支える産業のバランスのとれた発展を目指しています。 ○　今後は、被災地企業の創造的取組・挑戦も強く後押ししてまいります。　　引き続き、皆様のご支援もよろしくお願いいたします。



 ５．健康・生活支援 

○避難者数は約４７万人から約２４万人まで減少（平成２６年９月） 

○仮設住宅団地 ９０７か所（平成２６年５月） 

 介護等のサポート拠点  １１５箇所（平成２６年６月） 

 生活支援相談員（被災３県） 約６００人（平成２５年度） 

 復興支援員の活動  １８１名（平成２５年度） 

5 

（２）これまでの取組 

（１） 現状 

 （３） これからの対策 
○「被災者の健康・生活支援に関する総合施策」（平成26年８月策定）の推進 

○医療・介護の推進や心のケア 
○見守りによる孤立防止 

 相談員・復興支援員の充実・確保 
 被災者支援のコーディネート機能の強化 
 災害公営住宅への移転後のコミュニティ支援 
 地域活性化活動などの生きがいづくりを通じた「心」の復興 
 子どもたちが安心して遊べる居場所づくり 
 被災者情報のプラットフォーム化     等  

プレゼンター
プレゼンテーションのノート
○　５ページ目を御覧下さい。 ○　本年９月までに、避難されている方の数は２４万人近くまで減少しました。　　しかし、いまだに多くの方々が避難生活を余儀なくされていることを肝に銘じなければなりません。 ○　仮設住宅での生活の長期化や、自力再建などの恒久的な住宅に移ったことによる被災者の分散化に伴い、被災者に対する健康・生活支援は非常に重要な課題であると考えております。 ○　阪神・淡路大震災では、被災者の孤立が問題になりました。　　このため、東日本大震災においても、介護等のサポート拠点や生活支援相談員など、各府省とともに、心のケアや見守りによる孤立防止に取り組んでまいりました。 ○　本年８月には「被災者の健康・生活支援に関する総合施策」を策定しました。　　この総合施策を元に、相談員・復興支援員の充実・確保や、災害公営住宅移転後のコミュニティ支援、被災者の生きがいづくりなど、関係府省や自治体とも協力しながら、被災者の心に寄り添って丁寧に進めてまいります。



６．福島の復興・再生 

 （１） 避難の状況 

 ②避難指示の解除 
 （田村市、平成２６年４月） 
 （川内村、平成２６年１０月） 

 ③住民の意向（例）  

①福島県全体の避難者 約１３万人（平成２６年９月） 

 うち、避難指示区域からの避難者 約８万人 

6 

H26年10月1日時点 

飯舘村
（25年11月）

南相馬市
（25年8～9月）

川俣町山木屋地区
（26年1月）

浪江町
（25年8月）

葛尾村
（25年8～9月）

双葉町
（25年10月）

大熊町
（25年10月）

富岡町
（平成25年8月）

楢葉町
（26年1月）

プレゼンター
プレゼンテーションのノート
○　６ページ目を御覧下さい。 ○　福島県全体の避難者は約13万人と、被災者全体の約半数を占めています。　　そのうち、避難指示区域からの避難者数は約８万人となっております。　　避難指示区域については、本年４月の田村市の解除に続き、10月に川内村でも解除・変更をいたしました。今後は、楢葉町をはじめとする他の地域についても、準備が整った区域から解除してまいります。 ○　今お話ししましたように、避難指示の解除が一部の区域で進みはしているものの、福島については、まだ、復旧が緒についた段階です。 �○　避難指示が解除されて帰還すれば、それだけで復興が終わるわけではありません。まず、就職先や収入の確保といった生業（なりわい）も含めて、そこで生活がしっかりと成り立つようにしていかなければなりません。また、学校や病院がきちんと整備されているなど、子どもたちの将来が見えていくような、ふるさとにしていく必要があります。 ○　また、原子力災害による被災者の中には、「戻りたい」、「戻れるまで待つ」、「新しい生活を選ぶ」、「判断に迷っている」など、思いは様々です。 ○　ふるさとを取り戻すという作業は、これから始まります。ふるさとを取り戻すまでお手伝いをするのが復興庁の仕事であると考えており、様々な形で支援ができるよう、今後もしっかりと取り組んでまいります。



６．福島の復興・再生 
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 （２）避難地域（避難者）への方針 

 ②長期避難者対策：待つ方 
 

  町外コミュニティ（復興公営住宅の整備予定 約４,９００戸） 
  町内復興拠点の整備 

 ③新しい生活を始める方 
 

  賠償の支払、就業や住宅のあっせん  

①早期帰還者区域：戻る方 
 

 除染、インフラ復旧、生活関連サービスの再開 

米農家視察（出典：首相官邸ホームページ） 

 （３）福島の復興 

 ①安全安心の確保 
 

 ② 産業振興  

復興公営住宅建設地 

プレゼンター
プレゼンテーションのノート
○　７ページ目を御覧下さい。 ○　政府としては、戻られる方に対しては、早期帰還と定住のために、除染、インフラ復旧のほか、生活環境を整備しております。 ○　帰還を待つ方に対しては、長期避難者向けの生活拠点の整備等を進めております。　このうち、復興公営住宅については、整備計画戸数約４千９百戸分全ての用地の選定を終えています。 ○　また、新たな生活を始める方に対しては、十分な賠償の支払や、就業・住宅のあっせんなどを進めております。○　さらに、リスクコミュニケーション、風評被害対策をはじめとした安全・安心対策や、企業立地支援といった産業振興などにも取り組んでおります。福島の復興・再生については、国が前面に立ちながら、全力で取り組んでまいります。



７．「新しい東北」の創造  

 １．基本理念 

・単なる原状回復ではなく、復興を契機にこれらの課題を解決し、我が国 や世界の 
 モデルとなる「新しい東北」を創造。 

・ 「官」のみならず「民」のノウハウや発想を活かし、官民連携で推進。 

・被災地は、全国の地域社会が抱える課題が顕著。(人口減少、高齢化、産業の空洞化等） 

２．主な取組 

① 「新しい東北」官民連携推進協議会（代表：同友会代表幹事、経団連会長、日商会頭） 
    取組分野や実施主体の別を超えて、取組に関する情報を一元的に共有 

② 「新しい東北」先導モデル事業 
  復興に取り組む法人・団体の先駆的な取組を加速 

③ 「ＷＯＲＫ ＦＯＲ 東北」 
  被災地のニーズに応じ、企業等の専門人材を派遣 

元気で健やかな 
子どもの成長 

活力ある 
超高齢社会 

持続可能な 
エネルギー社会 

頑健で高い回復力
をもった社会基盤 

高い発信力を持った 
地域資源の活用 

５つの 
柱 

会員同士の交流 サメ食材を使ったモデル事業
（気仙沼） 

  ④ 「復興金融ネットワーク」 
  官民が連携して新規の民間資金を円滑に供給 8 

プレゼンター
プレゼンテーションのノート
○　８ページ目を御覧下さい。 ○　被災地では、人口減少、高齢化、産業の空洞化など、全国の地域社会が抱える課題が顕著に現れています。 ○　政府としては、復興が単なる原状回復にとどまるのではなく、復興を契機として、これらの課題を解決し、我が国のモデルとなる「新しい東北」を創造していこうとしています。　　この将来像は、・元気で健やかな子供の成長・活力ある超高齢社会・持続可能なエネルギー社会・頑健で高い回復力をもった社会基盤・高い発進力を持った地域資源の活用の５つの柱です。　　それぞれの目標像やこれに向けた取組を進めてまいります。 ○　特に、長谷川代表幹事にも代表としてご参加いただいております「官民連携推進協議会」を昨年12月に設立いたしました。　　先月の29日には、本年度第１回の「会員交流会」を盛岡市で開催し、約180団体から400名を超える参加をいただきました。○　このほか、先導的な復興に取り組む法人・団体の支援や、民間企業従業員等の被災地派遣などにも取り組んでおり、「民」ならではのノウハウや発想を活かした官民連携を推進しているところです。
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１．現在、以下のような取り組みが進められている 

 
 

（１）マッチング、ブランディング、マーケティング、販路開拓の支援等 
  

○ 企業留学  
   女川町のＮＰＯ法人が、経済同友会と協力しながら、ビジネスの視座の拡大や見聞を広めるとともに、 
   大企業との人的ネットワークの構築を目指し、地元の経営者等を派遣。 
 

○ 東の食の会 
   東日本の食の復興と創造を長期的に促進すると同時に、豊かな感性に基づいた日本の食文化を 
   育み、世界に誇れるブランドとして確立。 
 

（２）専門家派遣 
 

○ ＥＴＩＣ．  
   実践＝仕事、の機会を通じて社会や地域、人のゆたかなつながり(ソーシャルキャピタル)を 
   醸成し、イノベーションの創出と次世代育成の基盤となる生態系を創造する。 
 

（３）ニューマネーの供給 
 

○被災地創生ファンドの創設 
   地域経済活性化支援機構(ＲＥＶＩＣ)、日本政策投資銀行(ＤＢＪ)と地域銀行が被災地域経済の核となる

ような中堅・中小企業に対し、エクイティ性資金等を提供することにより、被災地域の産業復興及び地
域経済の活性化(地域の面的支援)を支援 

  

２．今後の産業復興に向けて 
 被災地の産業復興を加速するため、引き続き積極的に事業展開されることを期待 

具体的事例 

プレゼンター
プレゼンテーションのノート
○　最後に、「官」と「民」、 「民」と「民」の連携の強化についてお話しします。９ページ目を御覧下さい。 ○　住宅再建や公共インフラは、「官」主導で復旧できますが、産業・なりわいを再生するためには、「官」と「民」、あるいは「民」と「民」の連携が欠かせません。 ○　このため、被災地では、行政、経済界、ＮＰＯが連携して、さまざまな取組が行われています。 ○　女川のＮＰＯ法人は、被災地の企業の社員を、キッコーマンやリクルート、ローソンで研修させ、「ビジネスの視点」や見聞を広げさせる取組を行っております。　　参加者からは、・「新しい出会いが自分の財産になった。」とか、・「自分たちの抱えている問題点が明確になった」　など高い評価をいただきました。　　復興庁でも、「先導的モデル事業」として財政支援させていただきましたが、同友会におかれても、研修受け入れ企業の掘り起しやマッチングなどをはじめ、多大な御協力をいただいており、改めて御礼申し上げます。 ○　また、「起業家型リーダー」の育成を目的としているＮＰＯ法人は、被災地の企業や団体トップの「右腕」として、産業再生やコミュニティ再生、教育などの専門家を180名も派遣しています。 ○　さらに、資金面の支援としては、「地域経済活性化支援機構」（レビックＲＥＶＩＣ）、日本政策投資銀行と地域銀行とで組成する「被災地創生ファンド」を活用し、被災地の地域の核となる中堅・中小企業に対して、エクイティ性資金の提供などを通じて支援を行うことにしています。 ○　繰り返しになりますが、被災地の復興において、産業・なりわいの再生は不可欠です。　　このため、経済界、なかでも同友会の皆様方とは、今後とも緊密な連携を図らせていただきたいということを最後に申し上げて、私からの説明を終わらせていただきます。 ○　本日は、御清聴ありがとうございました。
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